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１ 【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
平成22年２月12日に損保ジャパンの四半期報告書（事業年度　第67期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平

成21年12月31日））および日本興亜損保の四半期報告書（事業年度　第66期第３四半期（自　平成21年10月１日　

至　平成21年12月31日））が提出されたことに伴い、平成21年11月30日付けで提出いたしました有価証券届出書、

平成21年12月16日および平成22年１月７日付けで提出いたしました有価証券届出書の訂正届出書の記載内容の一

部に訂正すべき事項が生じましたので、当該箇所を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出するもので

あります。

 

２【訂正事項】
第三部　企業情報

　第２　事業の状況

　　１　業績等の概要

　　２　保険引受および資産運用の状況

　　３　対処すべき課題

　　４　事業等のリスク

　　５　経営上の重要な契約等

　　６　研究開発活動

　　７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　第３　設備の状況

　　１　設備投資等の概要

　　２　主要な設備の状況

　　３　設備の新設、除却等の計画

　第５　経理の状況

第五部　組織再編成対象会社情報

　第１　継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項

 

３ 【訂正箇所】
訂正箇所は　　　　　　を付して表示しております。
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第三部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の業績等の概要につきましては、両社の有価証

券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四

半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については同年８

月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の業績等の概要につきましては、両社の有価証

券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四

半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本興亜損

保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

２ 【保険引受および資産運用の状況】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の保険引受および資産運用の状況につきまし

ては、両社の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月

26日提出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損

保については同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の保険引受および資産運用の状況につきまし

ては、両社の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月

26日提出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12

日提出、日本興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照くださ

い。

 

３ 【対処すべき課題】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の対処すべき課題につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および

四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については同年
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８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の対処すべき課題につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および

四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本興亜

損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

４ 【事業等のリスク】

（訂正前）

＜略＞

(1) 経営統合に関するリスク

当社の設立は平成22年４月１日を目指しており、現在経営統合に向けた準備を損保ジャパンおよび日本興亜

損保で進めておりますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、業務運営や、経営成績、財政状

態などに重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・株主総会で承認が得られないリスク

・何らかの事情により、基本合意書で定めた経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク

・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

 

(2) 損保ジャパンの事業等のリスク

＜略＞

⑰　経営統合に関するリスク

損保ジャパンは、株主総会の承認と関係当局の許認可等を前提として、日本興亜損保と共同株式移転方式に

より持株会社を設立し経営統合を行うことに合意し、平成21年10月30日に経営統合に関する契約書を締結い

たしました。経営統合の時期は平成22年４月を目指しており、現在経営統合に向けた準備を両社で進めており

ますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、損保ジャパンの業務運営や、経営成績、財政状

態などに重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・株主総会で承認が得られないリスク

・何らかの事情により、基本合意書で定めた経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク

・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

＜略＞

(3) 日本興亜損保の事業等のリスク

＜略＞

⑲　経営統合に関するリスク

日本興亜損保は、株主総会の承認と関係当局の許認可等を前提として、損保ジャパンと共同株式移転方式に

より持株会社を設立し経営統合を行うことに合意し、平成21年10月30日に経営統合に関する契約書を締結い

たしました。経営統合の時期は平成22年４月を目指しており、現在経営統合に向けた準備を両社で進めており

ますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、日本興亜損保の業務運営、財政状態および業
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績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・株主総会で承認が得られないリスク

・何らかの事情により、基本合意書で定めた経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク

・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

＜後略＞

 

（訂正後）

＜略＞

(1) 経営統合に関するリスク

当社の設立は平成22年４月１日を目指しており、現在経営統合に向けた準備を損保ジャパンおよび日本興亜

損保で進めておりますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、業務運営や、経営成績、財政状

態などに重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・何らかの事情により、経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク

・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

 

(2) 損保ジャパンの事業等のリスク

＜略＞

⑰　経営統合に関するリスク

損保ジャパンは、株主総会の承認と関係当局の許認可等を前提として、日本興亜損保と共同株式移転方式に

より持株会社を設立し経営統合を行うことに合意し、平成21年10月30日に経営統合に関する契約書を締結い

たしました。経営統合の時期は平成22年４月を目指しており、現在経営統合に向けた準備を両社で進めており

ますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、損保ジャパンの業務運営や、経営成績、財政状

態などに重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・何らかの事情により、経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク

・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

＜略＞

(3) 日本興亜損保の事業等のリスク

＜略＞

⑲　経営統合に関するリスク

日本興亜損保は、株主総会の承認と関係当局の許認可等を前提として、損保ジャパンと共同株式移転方式に

より持株会社を設立し経営統合を行うことに合意し、平成21年10月30日に経営統合に関する契約書を締結い

たしました。経営統合の時期は平成22年４月を目指しており、現在経営統合に向けた準備を両社で進めており

ますが、例えば次のような経営統合に関するリスクが想定され、日本興亜損保の業務運営、財政状態および業

績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

・関係当局の許認可や承認が得られない、または遅延するリスク

・何らかの事情により、経営統合の内容が変更となるリスク

・金融市場の混乱、経済情勢の急激な悪化等により、予定通りに経営統合が進まないリスク
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・経営統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されないリスク

＜後略＞

 

５ 【経営上の重要な契約等】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の経営上の重要な契約等につきましては、両社

の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)

および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保について

は同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の経営上の重要な契約等につきましては、両社

の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)

および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日

本興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

６ 【研究開発活動】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の研究開発活動につきましては、両社の有価証

券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四

半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については同年８

月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の研究開発活動につきましては、両社の有価証

券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四

半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本興亜損

保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析につきましては、両社の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜

損保については同年６月26日提出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11

月27日提出、日本興亜損保については同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）
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当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析につきましては、両社の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜

損保については同年６月26日提出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27

日および平成22年２月12日提出、日本興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12

日提出)をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

（訂正前）

＜略＞

(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の設備投資等の概要につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)およ

び四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については

同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

＜略＞

(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の設備投資等の概要につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)およ

び四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本

興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

２ 【主要な設備の状況】

（訂正前）

＜略＞

(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の主要な設備の状況につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)およ

び四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については

同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

＜略＞

(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の主要な設備の状況につきましては、両社の有価

証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)およ

び四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本

興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

（訂正前）

＜略＞
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(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の設備の新設、除却等の計画につきましては、両社

の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提

出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保に

ついては同年８月14日および同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

＜略＞

(2) 連結子会社

当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の設備の新設、除却等の計画につきましては、両社

の有価証券報告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提

出)および四半期報告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提

出、日本興亜損保については平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。
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第５【経理の状況】

（訂正前）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の経理の状況につきましては、両社の有価証券報

告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四半期報

告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日および同年11月27日提出、日本興亜損保については同年８月14日お

よび同年11月27日提出)をご参照ください。

 

（訂正後）

当社は新設会社であるため、該当事項はありません。

なお、当社の完全子会社となる損保ジャパンおよび日本興亜損保の経理の状況につきましては、両社の有価証券報

告書(損保ジャパンについては平成21年６月25日提出、日本興亜損保については同年６月26日提出)および四半期報

告書(損保ジャパンについては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出、日本興亜損保につい

ては平成21年８月14日、同年11月27日および平成22年２月12日提出)をご参照ください。
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第五部 【組織再編成対象会社情報】

第１ 【継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項】

(1) 【組織再編成対象会社が提出した書類】

（訂正前）

＜略＞

② 【四半期報告書又は半期報告書】

損保ジャパン

事業年度　第67期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月14日　関東財務局

長に提出

事業年度　第67期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月27日　関東財務局

長に提出

 

日本興亜損保

事業年度　第66期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月14日　関東財務局

長に提出

事業年度　第66期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月27日　関東財務局

長に提出

＜後略＞

 

（訂正後）

＜略＞

② 【四半期報告書又は半期報告書】

損保ジャパン

事業年度　第67期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月14日　関東財務局

長に提出

事業年度　第67期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月27日　関東財務局

長に提出

事業年度　第67期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)　平成22年２月12日　関東財務局

長に提出

 

日本興亜損保

事業年度　第66期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月14日　関東財務局

長に提出

事業年度　第66期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月27日　関東財務局

長に提出

事業年度　第66期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)　平成22年２月12日　関東財務局

長に提出

＜後略＞
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